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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第３四半期
連結累計期間

第13期
第３四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自平成28年１月１日
至平成28年９月30日

自平成29年１月１日
至平成29年９月30日

自平成28年１月１日
至平成28年12月31日

売上高 （千円） 1,288,208 1,588,332 1,758,385

経常利益又は経常損失（△） （千円） 146,543 △11,558 155,787

親会社株主に帰属する四半期(当

期)純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失(△)

（千円） 106,880 △30,010 100,870

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 106,880 △32,377 100,870

純資産額 （千円） 665,952 628,080 659,864

総資産額 （千円） 1,259,687 1,704,486 1,307,342

1株当たり四半期(当期)純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金

額(△)

（円） 47.91 △13.45 45.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 46.98 - 44.35

自己資本比率 （％） 52.8 36.8 50.4

 

回次
第12期
第３四半期
連結会計期間

第13期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
（円） 9.19 △6.29

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第13期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、韓国のTopic Images Inc.の株式を取得し連結子会社としたことに伴

い、第１四半期連結会計期間末をみなし取得日として同社を連結の範囲に含めております。Topic Images Inc.

は、当社同様、ストックフォト事業を営んでいるため、当社グループがクリエイティブ・プラットフォーム事業

の単一セグメントであることについて変更はありません。

EDINET提出書類

ピクスタ株式会社(E31749)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により緩やかな回復基調にあります

が、海外における地政学的リスクや各種政策に関する不確実性が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続いてお

ります。

　当社グループを取り巻く環境としましては、スマートデバイス、スマートフォン（以下、スマホ）アプリやイン

ターネット広告（動画広告を含む）の普及に伴い、これまで以上にインターネットでのデジタル素材の活用機会が

増えております。また、近年、スマホに付属するカメラ機能の高機能化やアプリの加工技術の向上により誰もが手

軽に高品質の写真撮影ができるようになり、さらに撮影したスマホ写真をインターネットに投稿・共有するスタイ

ルが若年層を中心に定着してきました。

　このような事業環境のもと、当社グループは当事業年度を「積極投資の年」と位置づけ、既存の国内事業を継続

的に伸ばしつつ、昨年着手した新規事業の成長加速と新たな投資による事業機会の拡大に挑戦してまいりたいと考

えております。

　これに基づき、当第３四半期連結累計期間において、既存の国内事業につきましては、特に定額制販売の購入者

及びクリエイターの拡大を引き続き進めてまいりました。具体的には、デジタル素材マーケットプレイス「PIXTA

（ピクスタ）」において、購入者の利便性向上のため、サイト機能の改善に取り組んだほか、定額制販売における

顧客層の拡大を目指し「少量定額プラン」の提供を新たに開始いたしました。クリエイターの拡大につきまして

は、セミナーやモデルとフォトグラファーの交流イベントの開催、ブログやメールマガジン等での情報提供に加

え、人物専属クリエイター（注）を対象とした撮影会や新たな売れ筋クリエイターを育てるための試験的な短期間

集中サポートを実施し、自社保有素材の制作を通じて培ったノウハウを還元するなど、人物写真素材の充実に向け

たクリエイター支援活動を強化いたしました。

　昨年着手した新規事業のうち、出張撮影マッチングサービス「fotowa（フォトワ）」におきましては、サービス

対象地域の拡大に取り組み、各地域でフォトグラファーの獲得と集客強化に注力するとともに、機能改善及び拡張

に努めたほか、メディア露出機会増加のための積極的な広報活動を展開しました。また、スマホ写真の投稿マー

ケットプレイス「Snapmart（スナップマート）」におきましては、画像表示の高速化やフォトコンテスト機能の一

般ユーザー向け開放、SNSマーケティングに特化した物撮りサービスの提供等、各種機能改善及び利用者拡大のた

めの施策を実施いたしました。

　さらに、海外展開の一環として、３月に連結子会社化したTopic Images Inc.（以下、Topic社）と韓国語版

PIXTAをローンチし、韓国ローカルコンテンツの収集・制作にも注力しました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,588,332千円（前年同四半期比23.3%増)（うち、定額制売

上は360,194千円（前年同四半期比61.4%増)）、営業損失は△13,461千円(前年同四半期は営業利益148,954千円)、

経常損失は△11,558千円(前年同四半期は経常利益146,543千円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は△30,010

千円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益106,880千円)となりました。なお、当社グループはクリ

エイティブ・プラットフォーム事業の単一セグメントのため、セグメントごとの記載はしておりません。

 

 

（注）「PIXTA」でのみ素材の販売を行う「専属クリエイター」の中でも特に人物写真をメインに登録可能なク

リエイター
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(2)財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ397,144千円増加し、1,704,486千円

となりました。

　これは主に、現金及び預金が74,633千円、売掛金が92,301千円、のれんが157,319千円増加したことによるも

のであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ428,928千円増加し、1,076,405千円と

なりました。

　これは主に、買掛金が66,589千円、前受金が105,479千円、１年内返済予定の長期借入金が60,008千円、長期

借入金が210,822千円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ31,783千円減少し、628,080千円と

なりました。これは主に利益剰余金が30,010千円減少したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,231,440 2,231,440
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。

また、単元株式数は100株

であります。

計 2,231,440 2,231,440 － －

(注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日

（注）

100 2,231,440 36 309,739 36 299,739

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,230,100 22,301 －

単元未満株式 普通株式    1,240 － －

発行済株式総数 2,231,340 － －

総株主の議決権 － 22,301 －

　　　(注）単元未満株式の欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
 
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 689,519 764,153

売掛金 264,294 356,596

その他 120,948 145,765

貸倒引当金 △612 △2,046

流動資産合計 1,074,150 1,264,469

固定資産   

有形固定資産 32,250 32,461

無形固定資産   

のれん 29,437 186,756

その他 64,469 104,462

無形固定資産合計 93,906 291,219

投資その他の資産 107,034 116,336

固定資産合計 233,191 440,017

資産合計 1,307,342 1,704,486

負債の部   

流動負債   

買掛金 275,664 342,253

未払法人税等 44,948 135

前受金 154,306 259,785

1年内返済予定の長期借入金 - 60,008

その他 172,558 191,088

流動負債合計 647,477 853,270

固定負債   

長期借入金 - 210,822

引当金 - 9,160

その他 - 3,152

固定負債合計 - 223,134

負債合計 647,477 1,076,405

純資産の部   

株主資本   

資本金 309,487 309,739

資本剰余金 299,487 299,739

利益剰余金 50,550 20,539

自己株式 △73 △73

株主資本合計 659,452 629,945

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 - △2,367

その他の包括利益累計額合計 - △2,367

新株予約権 412 502

純資産合計 659,864 628,080

負債純資産合計 1,307,342 1,704,486

 

EDINET提出書類

ピクスタ株式会社(E31749)

四半期報告書

 8/15



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 1,288,208 1,588,332

売上原価 545,267 669,057

売上総利益 742,940 919,275

販売費及び一般管理費 593,986 932,736

営業利益又は営業損失（△） 148,954 △13,461

営業外収益   

受取利息 60 17

受取配当金 1 2,821

広告料収入 537 1,305

その他 116 89

営業外収益合計 716 4,234

営業外費用   

支払利息 - 806

為替差損 3,127 1,459

その他 - 64

営業外費用合計 3,127 2,331

経常利益又は経常損失（△） 146,543 △11,558

特別損失   

固定資産除却損 - 530

特別損失合計 - 530

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
146,543 △12,088

法人税、住民税及び事業税 39,662 10,346

法人税等調整額 - 7,575

法人税等合計 39,662 17,922

四半期純利益又は四半期純損失（△） 106,880 △30,010

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
106,880 △30,010
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 106,880 △30,010

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 - △2,367

その他の包括利益合計 - △2,367

四半期包括利益 106,880 △32,377

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 106,880 △32,377

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間において、Topic Images Inc.の株式を取得したことにより、第１四半期連結会計期

間末をみなし取得日として連結の範囲に含めております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

減価償却費 7,423千円 30,598千円

のれんの償却額 -千円 13,324千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間　（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間　（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、クリエイティブ・プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り　　　四半期純損失金額(△)
47.91円 △13.45円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)（千

円）

106,880 △30,010

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額(△)（千円）

106,880 △30,010

普通株式の期中平均株式数（株） 2,230,418 2,231,113

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 46.98円 -

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
- -

普通株式増加数（株） 44,834 -

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ピクスタ株式会社(E31749)

四半期報告書

13/15



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年１１月１３日

ピクスタ株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 百井　俊次　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢部　直哉　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているピクスタ株式

会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９年７月

１日から平成２９年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年１月１日から平成２９年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ピクスタ株式会社及び連結子会社の平成２９年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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